
高齢者人口と要介護度別認定者数の推移
※各年 10 月 1日（認定者数は 9月末日）現在
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令和６年度介護保険料�
第９期（令和６～８年度）

段階 対象者 乗率 保険料額
（年額：円）

第１段階

・�生活保護受給者
・�非課税世帯で、老齢福祉年金受給者
・��非課税世帯で、合計所得金額及び課税年
金収入の合計額80万円以下

0.235 15,450

第２段階 ・�非課税世帯で、合計所得金額及び課税年
金収入の合計額120万円以下 0.36 23,670

第３段階 ・�非課税世帯で、合計所得金額及び課税年
金収入の合計額120万円超 0.635 41,740

第４段階 ・�課税世帯で本人非課税、合計所得金額及
び課税年金収入の合計額80万円以下 0.85 55,880

第５段階 ・�‌�課税世帯で本人非課税、合計所得金額及
び課税年金収入の合計額80万円超 基準額 65,730

（月額：5,477）
第６段階 ・�本人課税で、合計所得金額125万円以下 1.125 73,950

第７段階 ・�本人課税で、合計所得金額125万円超
200万円未満 1.25 82,170

第８段階 ・�本人課税で、合計所得金額200万円以上
300万円未満 1.5 98,600

第９段階 ・�本人課税で、合計所得金額300万円以上
400万円未満 1.6 105,170

第10段階 ・�本人課税で、合計所得金額400万円以上
500万円未満 1.7 111,750

第11段階 ・�本人課税で、合計所得金額500万円以上
600万円未満 1.8 118,320

第12段階 ・�本人課税で、合計所得金額600万円以上
700万円未満 1.9 124,890

第13段階 ・�本人課税で、合計所得金額700万円以上
800万円未満 2.0 131,460

第14段階 ・�本人課税で、合計所得金額800万円以上
900万円未満 2.1 138,040

第15段階 ・�本人課税で、合計所得金額900万円以上
1,000万円未満 2.2 144,610

第16段階 ・�本人課税で、合計所得金額1,000万円以上
1,500万円未満 2.3 151,180

第17段階 ・�本人課税で、合計所得金額1,500万円以上
2,000万円未満 2.8 184,050

第18段階 ・�本人課税で、合計所得金額2,000万円以上 3.3 216,910

第８期

段階 乗率 保険料額
（年額：円）

第１段階 0.25 15,300

第２段階 0.375 22,950

第３段階 0.65 39,770

第４段階 0.85 52,010

第５段階 基準額 61,180
（月額：5,098）

第６段階 1.125 68,830

第７段階 1.25 76,480

第８段階 1.5 91,770

第９段階 1.6 97,890

第10段階 1.7 104,010

第11段階 1.8 110,130

第12段階 1.9 116,250

第13段階 2.0 122,360

第14段階 2.1 128,480

第15段階 2.2 134,600

第16段階 2.3 140,720

第17段階 2.5 152,950

第18段階 2.7 165,190

第１号被保険者（65歳以上の人）
※保険料額は、令和５年度と異なります

6
令和６年

特集号
（2024年）

15
発行　　城　陽　市
編集　　高齢介護課

介護保険だより介護保険
お問い合わせは 高齢介護課 〒610-0195 城陽市寺田東ノ口16・17 ☎（56）4043 FAX（56）4032 へ
[ ホームページアドレス ]　https://www.city.joyo.kyoto.jp/

じょうりんちゃん

介
護
保
険
の
し
く
み

　

介
護
保
険
は
、
支
え
合

い
の
考
え
の
も
と
共
同
し

て
保
険
料
を
負
担
し
、
加

齢
に
よ
る
病
気
な
ど
に
よ

り
介
護
が
必
要
に
な
っ
た

人
に
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
し
く
み
で
す
。

　

40
歳
以
上
の
人
が
被
保

険
者
と
し
て
保
険
料
を
納

め
、
介
護
や
支
援
が
必
要

で
あ
る
と
認
め
ら
れ
れ
ば
、

１
割
か
ら
３
割
の
自
己
負

担
に
よ
っ
て
介
護
サ
ー
ビ

ス
を
利
用
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

市
の
高
齢
者
人
口
と 

認
定
者
数
の
推
移

　

市
の
高
齢
化
率
（
総
人

口
に
対
す
る
65
歳
以
上
の

人
口
の
割
合
）
は
、
平

成
12
年
10
月
の
13
・
８

％
（
７
人
に
１
人
）
か
ら
、

令
和
５
年
10
月
に
は
33
・

９
％
（
３
人
に
１
人
）
と
、

20
・
１
ポ
イ
ン
ト
の
大
幅

な
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

高
齢
者
人
口
は
令
和
３

年
以
降
減
少
し
て
い
く
見

込
み
に
あ
り
ま
す
が
、
高

齢
化
率
は
、
ほ
ぼ
同
水
準

で
推
移
す
る
と
見
込
ま
れ

ま
す
。

　

ま
た
認
定
者
数
も
平
成

12
年
10
月
と
令
和
５
年
10

月
を
比
べ
る
と
３
４
９
５

人
増
、
約
３
・
８
倍
と
大

幅
な
増
加
と
な
っ
て
お
り
、

今
後
も
こ
の
傾
向
は
さ
ら

に
進
む
と
見
込
ま
れ
ま
す
。

第
９
期
介
護
保
険 

事
業
計
画
の
策
定

　

高
齢
者
人
口
が
ピ
ー
ク

を
迎
え
る
と
さ
れ
る
令
和

22
年
（
２
０
４
０
年
）
に

介
護
が
必
要
な
高
齢
者
が

増
加
す
る
こ
と
を
見
据
え
、

こ
れ
ま
で
の
「
認
知
症
支

援
策
の
充
実
」、「
医
療
と

の
連
携
」、「
生
活
支
援
サ

ー
ビ
ス
の
充
実
」
な
ど
の

取
組
を
推
進
し
地
域
包
括

ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
さ
ら
な

る
深
化
を
図
る
た
め
、
令

和
５
年
度
に
第
９
期
目
と

な
る
介
護
保
険
事
業
計
画

を
策
定
し
ま
し
た
。

　

計
画
で
は
、
令
和
６
年

度
か
ら
３
年
間
の
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス
量
の
見
込
み

や
認
知
症
支
援
施
策
の
充

実
な
ど
、
３
年
間
の
施
策

の
方
向
性
を
示
し
て
い
ま

す
。令

和
６
年
度
か
ら
の 

介
護
保
険
料
に
つ
い
て

　

市
条
例
で
65
歳
以
上
の

人
の
令
和
６
年
度
か
ら
３

年
間
の
介
護
保
険
料
を
決

定
し
ま
し
た
。

　

後
期
高
齢
者
の
増
加
に

よ
る
要
介
護
認
定
者
の
増

加
や
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
希

望
者
の
増
加
に
よ
り
、
保

険
給
付
に
係
る
費
用
の
増

大
が
見
込
ま
れ
、
令
和
６

～
８
年
度
ま
で
に
必
要
な

介
護
サ
ー
ビ
ス
費
を
ま
か

な
う
た
め
、
令
和
６
年
度

か
ら
全
段
階
の
保
険
料
額

を
改
定
し
ま
し
た
（
左
表

参
照
）。

　

な
お
、
や
む
を
得
な
い

理
由
に
よ
り
納
期
限
ま
で

に
保
険
料
を
納
め
る
こ
と

が
で
き
な
い
場
合
は
、
高

齢
介
護
課
介
護
保
険
係

［
☎（
56
）４
０
４
３
］
に

ご
相
談
く
だ
さ
い
。

「
住
み
慣
れ
た
地
域
で
、誰
も
が
安
心
し
て

老
後
を
過
ご
せ
る
ま
ち
づ
く
り
」を
目
指
し
て

　

介
護
保
険
制
度
は
、
高
齢
者
の
介
護
を
社
会
全
体
で
支
え
る
し
く

み
と
し
て
創
設
さ
れ
ま
し
た
。
制
度
創
設
以
来
、
市
で
も
介
護
サ
ー

ビ
ス
の
基
盤
が
充
実
し
て
き
て
お
り
、
介
護
が
必
要
な
高
齢
者
の
生

活
の
支
え
と
し
て
定
着
・
発
展
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
こ
れ
か
ら

も
市
で
は
、
介
護
が
必
要
と
な
っ
て
も
、
住
み
慣
れ
た
地
域
や
住
ま

い
で
、
安
心
し
て
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、「
高
齢
者
の
自

立
支
援
」
と
「
持
続
可
能
な
介
護
保
険
運
営
」
を
目
指
し
て
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
に
取
り
組
み
ま
す
。

◎�合計所得金額とは、収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除
などの所得控除をする前の金額です。また、土地売却などにかかる特別控除がある場合は「長期譲渡所得及
び短期譲渡所得に係る特別控除額」を控除した金額を用います
◎�第１～５段階については、「公的年金等に係る雑所得」を控除した金額を用いますが、合計所得金額に給与所
得が含まれている場合は給与所得から10万円を控除した金額を用います
◎�年金天引きの人は、すでに４月と６月の年金から、令和５年度の保険料を基に算定した金額を納めていただ
いています。前半（４月、６月、８月）と後半（10月、12月、２月）それぞれの保険料額合計をできるだけ
均等にするため、８月の保険料額で調整します。そのため前年と比べ保険料段階が変わる場合などに、８月
の保険料額は他の月に比べて大幅に増減することがあります
◎�保険料額は令和６年４月～令和７年３月の１年間の金額です。日本年金機構などから送付される源泉徴収票
は１月～12月の金額のため、この保険料額と金額が異なります
◎第１段階から第３段階は、国の制度による軽減措置後の金額です

改
定

この広報紙は植物油インキを使用しています
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介
護
サ
ー
ビ
ス
の 

利
用
に
つ
い
て

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

す
る
た
め
に
は
、
市
に
要

介
護
（
要
支
援
）
認
定
を

申
請
し
、「
介
護
や
支
援

が
必
要
な
状
態
で
あ
る
」

と
認
定
を
受
け
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

申
請
は
、
高
齢
介
護
課

で
本
人
や
そ
の
家
族
が
行

い
ま
す
が
、
申
請
に
行
く

こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

な
ど
に
代
行
し
て
も
ら
う

こ
と
も
で
き
ま
す
。
申
請

に
は
、
介
護
保
険
被
保
険

者
証
（
65
歳
未
満
の
人
は
、

健
康
保
険
証
な
ど
）
が
必

要
で
す
。

　

申
請
後
に
、
本
人
な
ど

へ
の
聞
き
取
り
調
査
が
あ

り
ま
す
。
ま
た
、
本
人
の

主
治
医
に
心
身
の
状
況
に

つ
い
て
の
意
見
書
を
作
成

し
て
も
ら
い
ま
す
。
こ
れ

ら
を
も
と
に
、「
介
護
認

定
審
査
会
」
で
審
査
さ
れ
、

介
護
を
必
要
と
す
る
度
合

い
（
要
介
護
状
態
区
分
）

が
判
定
さ
れ
ま
す
。
認
定

結
果
が
出
る
前
で
も
、
暫

定
的
な
ケ
ア
プ
ラ
ン
を
作

成
す
る
こ
と
で
、
申
請
日

か
ら
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利

用
で
き
ま
す
。
現
在
日
常

生
活
を
送
る
の
に
心
配
が

な
け
れ
ば
、
認
定
申
請
を

す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

今
後
、
身
体
機
能
の
低
下

な
ど
で
日
常
生
活
に
支
障

を
感
じ
、
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

や
ヘ
ル
パ
ー
な
ど
の
介
護

サ
ー
ビ
ス
が
必
要
と
思
わ

れ
た
と
き
に
、
か
か
り
つ

け
の
医
師
と
も
相
談
の
上
、

要
介
護
（
要
支
援
）
認
定

の
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

問
高
齢
介
護
課
介
護
認
定

係
☎（
56
）４
０
３
７

介
護
サ
ー
ビ
ス
の 

使
い
方

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用

す
る
に
は
、
ケ
ア
プ
ラ
ン

を
立
て
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
要
支
援
１
・
２
の
人

は
各
圏
域
を
担
当
す
る
地

域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
へ
、

要
介
護
１
～
５
の
人
は
居

宅
介
護
支
援
事
業
者
へ
、

そ
れ
ぞ
れ
直
接
連
絡
し
て

く
だ
さ
い
。

介
護
予
防
・
日
常
生
活 

支
援
総
合
事
業
に
つ
い
て

　

介
護
予
防
・
日
常
生
活

支
援
総
合
事
業
は
、
要
支

援
に
認
定
さ
れ
た
生
活
機

能
の
低
下
が
見
ら
れ
る
人

な
ど
が
利
用
す
る
「
介
護

予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ

ス
事
業
」
と
65
歳
以
上
の

人
全
て
が
利
用
で
き
る

「
一
般
介
護
予
防
事
業
」

で
構
成
さ
れ
、
65
歳
以
上

の
人
の
介
護
予
防
と
自
立

し
た
日
常
生
活
を
支
援
し

ま
す
。

　
「
介
護
予
防
・
生
活
支

援
サ
ー
ビ
ス
事
業
」
で
は
、

要
支
援
１
・
２
の
人
な
ど

を
対
象
に
、
訪
問
介
護
員

（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
）
な

ど
が
利
用
者
の
自
宅
を
訪

問
し
、
身
体
介
護
や
生
活

援
助
を
行
う
訪
問
型
サ
ー

ビ
ス
と
、
利
用
者
が
日
帰

り
で
通
所
介
護
の
施
設
に

通
い
、
日
常
生
活
上
の
介

護
や
機
能
訓
練
な
ど
を
受

け
る
こ
と
の
で
き
る
通
所

型
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
し
て

い
ま
す
。
従
来
の
訪
問
介

護
や
通
所
介
護
に
相
当
す

る
サ
ー
ビ
ス
だ
け
で
な
く
、

基
準
を
一
部
緩
和
し
た
市

独
自
の
サ
ー
ビ
ス
も
実
施

し
て
お
り
、
サ
ー
ビ
ス
内

容
に
応
じ
た
利
用
者
負
担

額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
「
介
護
予
防
・
生
活
支

援
サ
ー
ビ
ス
事
業
」
を
利

用
す
る
に
は
、
要
介
護
・

要
支
援
認
定
を
受
け
る
方

法
の
ほ
か
に
、
基
本
チ
ェ

ッ
ク
リ
ス
ト
（
生
活
状
況

に
つ
い
て
の
簡
易
な
質

問
）
に
よ
る
判
定
を
受
け

る
こ
と
で
、
必
要
な
サ
ー

ビ
ス
が
利
用
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、「
一
般
介
護
予

防
事
業
」
で
は
認
知
症
予

防
教
室
や
介
護
予
防
教
室

な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

令和６年度介護保険制度改正の概要

介護保険料の減免

高額介護サービス　介護・福祉・健康・医療などさまざまな面から、高齢者を総合的
に支える「地域包括支援センター」。保健師・社会福祉士・主任ケ
アマネジャーなどを中心にチームを組み、高齢者のみなさんが住み
慣れた地域で、安心して生活していくためのワンストップ相談窓口
です。 

担当センター名 住所 電話番号 担当圏域 開所日

中部地域
包括支援センター

寺田水度坂
130

☎（54）7330 
☎（55）3047

東城陽中圏域 
城陽中圏域 

南城陽中圏域

月～土曜日 
8：30

～ 17：00

西部地域
包括支援センター

富野西垣内
1-19

☎（55）7222 西城陽中圏域
月～土曜日 

8：30
～ 17：00

北部地域
包括支援センター 

ひだまり

平川浜道裏
20-1

☎（55）5180 北城陽中圏域
月～土曜日 

8：30
～ 17：30

〈高額介護サービス費算定の区分・上限額〉
利用者負担段階区分 利用者負担月額上限

第６段階 課税所得690万円以上 世帯：140,100円
第５段階 課税所得380万円～課税所得690万円未満 世帯： 93,000円
第４段階 市民税課税世帯～課税所得380万円未満 世帯： 44,400円

第３段階 世帯の全員が市民税を課税されていない人で、�前年の合計所得金額と課税年金収入の合計が80万円を超える人 世帯： 24,600円

第２段階 世帯の全員が市民税を課税されていない人で、第３段階以外の人 世帯：24,600円
個人：15,000円

第１段階
本人及び世帯全員が市民税非課税であって、老齢福祉年金受給者
生活保護受給者など 個人：15,000円

ご利用ください！！
地域包括支援センター

　令和６年度（2024年度）の介護保険制度改正は、高齢者人口がピークを迎えるとさ
れる令和22年（2040年）に介護が必要な高齢者が増加することを見据え、介護保険料
の負担をできるだけ適正な範囲に抑えつつ、引き続き、介護サービスの効率化・重点化
に取り組むことで介護保険を持続可能な制度とすることを狙いとしています。そのうち、
利用者負担の見直しについてご説明します。

　市には、収入の少ない世帯のための保険料減免の制度があります。
　減免を受けるには表面記載の保険料段階が第２段階・第３段階の人で年間収入120万
円以下、預貯金350万円以下、課税者の扶養を受けていないなどの条件があります。ま
た、災害による減免や、入院や失業などが原因で世帯の主たる生計維持者の収入が２分
の１以下に減った場合などの減免の制度もあります。（市の基準を満たす場合に限る）

　介護サービスを利用し、自己負担額が一定の金額を超えると、その超えた分をお返し
する制度です。新規で該当する人については、市からお知らせします。

【改正後】（令和６年８月１日から）

段階
食費（日額） 居住費等（日額）

施設
サービス

短期入所
サービス

ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室 従来型個室 多床室

第１段階 300円 300円 880円 550円 550円（380円） ０円
第２段階 390円 600円 880円 550円 550円（480円） 430円

第３段階
① 650円 1,000円 1,370円 1,370円 1,370円（880円） 430円
② 1,360円 1,300円 1,370円 1,370円 1,370円（880円） 430円

※�介護老人福祉施設と短期入所生活介護を利用した場合は、（　）内の金額になります

【現　行】（令和６年７月31日まで）

段階
食費（日額） 居住費等（日額）

施設
サービス

短期入所
サービス

ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室 従来型個室 多床室

第１段階 300円 300円 820円 490円 490円（320円） ０円
第２段階 390円 600円 820円 490円 490円（420円） 370円

第３段階
① 650円 1,000円 1,310円 1,310円 1,310円（820円） 370円
② 1,360円 1,300円 1,310円 1,310円 1,310円（820円） 370円

※�介護老人福祉施設と短期入所生活介護を利用した場合は、（　）内の金額になります

＜負担額の変更＞

＜令和６年８月から＞

段階 対象者 預貯金額などの上限

第１段階 ・老齢福祉年金受給者
・生活保護受給者

1,000万円未満
 （夫婦で2,000万円）

第２段階 合計所得金額＋課税年金額
＋非課税年金額が80万円以下の人

650万円未満
（夫婦で1,650万円）

第３段階
① 合計所得金額＋課税年金額
＋非課税年金額が80万円超120万円以下の人

550万円未満
（夫婦で1,550万円）

② 合計所得金額＋課税年金額
＋非課税年金額が120万円超の人

500万円未満
（夫婦で1,500万円）

※�上記段階に関わらず、２号被保険者（40歳から64歳の人）の預貯金額などの上限額は単身
1,000万円、夫婦2,000万円です

   介護サービスを利用した場合の居住費等の負担限度額の変更
　本人および世帯員が市民税非課税で、かつ下記の条件を満たす被保険者が、施設入居
などの際の食費および居住費の減額を受けることができる負担限度額認定について、令
和６年８月１日以降は次のとおり変更となります。
＜認定基準＞（変更なし）

　保険料の減免や各負担軽減制度の適用を受けるには申請が必要です。各制度に関
する手続きの方法や該当基準など、詳しくはお問い合わせください。
問高齢介護課介護保険係☎（56）4043

令和６年（2024年）6月15日 介護保険だより介護保険


